日本語学習者の要約文の問題点― テストの成績とパフォーマンスの成果のずれを考える ― by 坂口 昌子
〈Summary〉
  This article explores tendencies in learners’ problems with summaries, with relevance to 
the results of Japanese language examinations. Three main issues are considered: use of an 
original text without any modifications, irreproducibility of matter to read between the lines, 
and difficulty of summary comprehension.
  Consequently, two points are enumerated. First, there are many learners in the low-level 
group who are able to use an original text directly. However, there are other learners who 
make mistakes and replace expressions not in the correct way, but in their own way. Thus, a 
learner who uses a self-made expression cannot always write a good, understandable summary. 
Second, we can find learners who can read a whole text and summarize it in both the high-level 
learners group and the low-level learners group. However, we sometimes observe 
misapplication and a lack of unification of the whole text. The tendency of misapplication merits 
further study.
は　じ　め　に
　テストでよい成績を取ることができるのに，作文，スピーチ，プレゼンテーションなどのパ
フォーマンスを見ると，日本語能力が高いとは考えにくい場合がある。逆に，テストの成績は悪
いのに，作文やプレゼンテーションではさほど問題があるとは思えない学習者もいる。読解能力
だけをとってみても，ペーパーテストでは読めている，理解できていると感じさせる学生が，要
約やレポートとなると，理解できていないのではないかと感じさせることがある。
　これに関して，読解の選択問題と要約では，関わるストラテジーが異なると述べる工藤
（1993）などの論考がある。選択問題では，「キーワード探し」のストラテジーが必要で，要約問
題では「スキミング」と「主要な情報探し」が効果的なストラテジーであると言うのである。
　しかし，いずれにしても，選択問題によって「読解力」が大学教育の中で問われることは少な
く，むしろ，要約やまとめといった作業によって，その学生の読解力・理解力が測られることが
多いと思われる。「論文作成などアカデミックな目的の作文指導においては，『読む』ことから得
た情報をどのように自分の作文に統合して使うかは必要な視点」であると，八若（2001：103）
などが述べるように，読解力単独で測られることがない代わりに，他の人の意見を要約したり，
ノートを取って，教科書をまとめたり，書籍やネット上の情報を集めてレポートを書いたりする
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など，複合的な活動に堪えうる日本語力を鍛えることが留学生の学部初年度教育などでは必要と
なるだろう。自分のことばでまとめる作業ができず，また引用のルールも知らない状態で学習者
が文章を書くと，本人にそのつもりがなくとも，剽窃であると判断されることにもなる。
　要約という作業は，「単に文章を理解することに比べて複雑な過程を経る」古本（2003：244）
などと述べられるように，複雑な要素が絡み合っており，難易度が高い。当然，読解力が高けれ
ば，要約も誤用が少ないだろうと考えられるが，読解力だけが問題というわけではないだろう。
筆記テストの点数との関連性は観察できるのだろうか。そのような疑問から，筆記試験の結果と，
要約課題の結果を比べて調査しようと考えた。具体的には，学習者が受けた日本語の筆記試験の
結果をもとに，学習者を成績順に 3 群に分け，それらのうちの上位群と下位群の要約課題の成果
を比べていく。
　本論では，学習者の要約の問題点を次の 3 点から考察していく。
 1．原文をそのまま利用してしまうことについて。
 2．読み取るべきことがらを要約文に再現できないことについて。
 3．要約文が読みにくいことについて。
1．研　究　方　法
　「日本語 A・B・C 1）」を受講している，日本語を母語としない日本語学科の学習者（1 年次生
から 3 年次生）36 名を調査対象とした。
　調査を行ったのは 2017 年 1 月 30 日である。漢字・語彙・文法・読解・作文・聴解の日本語の
テストの結果から，学習者を次の 3 群に分けた。均等に 12 名ずつに分けたかったが，下位群に
同点が 2 名いたことと，上位群の 1 名が要約文課題を棄権したため，以下のような人数となった。
上位群……10名　ペーパーテストの結果は66点から90.5点（本文中では H1～ H10で表す）
中位群……12 名　ペーパーテストの結果は 58.5 点から 64.5 点
下位群……13 名　ペーパーテストの結果は 42 点から 58 点（本文中では L1～ L13 で表す）
　これらの学習者に一橋大学留学生センター（2005）のテキスト 2） の中から，「歴史を使った文
章を読む」という単元の戦後の日本経済に関する文章を読ませ，200 字程度に要約させた。
　本論ではこの 36 本の要約文のうち，上位群と下位群の 23 本の要約文を対象として，比較しな
がら考察していく。
2．先　行　研　究
　日本語教育では，佐久間（1994）などに代表されるように，要約に関する研究は多い。近年で
は，情報を自分の言葉に書き換えるパラフレーズに着目した研究（鎌田（2015），石井（2014）
など）も多く見られる。
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　八若（2001）では，読解能力と要約文作成の関係が統計的な手法を使って述べられ，その結果
として，次のことに有意差が認められたと述べている。1．読解能力上位群は読解材料から多く
情報を使う。2．下位群は上位群に比べて「コピー」を多く使い，「言い換え」を少なく使う。3．
読解能力上位者は読解材料からの適切な情報使用を多く行う。
　本論では，八若（2001）の視点に加え，実際の用例の質的な分析を加えつつ，考察を進めてい
く。
3．原文をそのまま利用すること
　古本（2003）では，再生された要約文のカテゴリーとして，次の 6 種類を挙げている。
 1  ）概念再生　原文と同じ表現，意味的にほぼ同じ表現，表現は同じで項の順序・態が異なる
もの。
 2  ）不完全再生　原文での特定情報を欠いていたり，原文より抽象的な表現で再生されている
もの。
 3  ）要約再生　原文では 2 つ以上の異なるアイデアユニットであったものが，1 つに統合され
たもの。具体的意味を保持しているもの，保持していないもの。
 4 ）推論侵入　原文には明示されていないが，原文から推論し産出したもの
 5 ）矛盾侵入　原文の内容とは矛盾する内容のもの
 6 ）物語外侵入　原文には明示されていない，要約者の原文に関する評価やコメント
　1）と 3）以外は要約として不適切ということになると思われるが，1）でも，あまりに原文と
同じ表現ばかり使っていると，そもそも字数的に要約になりえないし，自分の言葉に置き換えら
れない状態のままだと，レポート等で剽窃の判断を下される原因にもなってしまう。
　たとえば，次の（1）のような例は，ほとんどが本文中の表現を使っていることがわかる。下
線を引いた部分は本文の表現のままである。
（1） 日本は 1945 年 8 月 15 日にポツダム宣言を受諾し，アメリカ中心の連合国軍に占領さ
れた。GHQ が様々な経済政策を行ったが，特に重要なのは，財閥解体と農地改革であ
る。農地改革は地主の土地の一部を強制的に買い取り，敗戦まで苦しい生活を強いられ
てきた小作農に与える政策である。ただし，後者については農業の生産性を低くしたと
いう問題点もある。1956 年の「経済白書」は「もはや〈戦後〉ではない」という言葉
を載せている。日本経済はこのあと高度経済成長を続けていくことになる。（L1）
　冒頭から，「日本は 1945 年（昭和 20 年）8 月 15 日にポツダム宣言を受諾し，アメリカ中心の
連合国軍に占領された。」という本文とまったく同じであった。その後，要約文では，また本文
と同じ表現が続く。具体的には，「GHQ は様々な経済政策を行ったが，その中で特に重要なの
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は財閥解体と農地改革である。」という本文から「その中で」が省かれているのみであった。
　下位群の要約文は，このように本文を切り取り，並び替えるだけの方法で書かれたものが多い。
このような要約文は本文の語彙や言い回しがそのまま利用されているため，一見よく書けている
ように見えているが，実際には内容が満たされていないことが多い。たとえば，この（1）の例
に関して言うと，本文には，財閥解体についての説明の部分があるが，要約文では書かれていな
いため，農地改革だけ書いて財閥解体について書かれていないことがアンバランスに見える。ま
た，歴史的に重要な，日本が戦後のデフレから立ち直るきっかけになった朝鮮戦争に関する記述
もまったく書かれていない。
　逆に，次のような例は，一部分ではあるが，自分のことばで書き換えられたものであると言え
よう。
（2） GHQ は財閥解体と農地改革を中心する経済政策を行った。財閥解体は経済の自由化
を行うためのものであったが，農地改革は小作農に与える政策である。（L7）
（3） 日本は 1945 年 8 月 15 日に連合国軍に占領され，GHQ によって財閥解体や農地改革
などの政策を（→が）行われていた。いずれも日本の民主化にとって重要な意味を持っ
ていた。（H2）
　この（2）や（3）の例は文法的な誤りを含んではいるが，本文が「財閥解体は……一方，農地
改革は……」と説明や具体例を入れて述べていたことについて，自分のことばでまとめて書き換
えができている。本来は要約にはこのような書き換えが必要だと考えられる。
　数量的には，どのぐらいの要約文が書き換えができているのだろうか。次の図 1，図 2 は，学
習者の要約文の中でどの程度本文がそのまま使われているかを図示したものである。（1）の例の
ように，一部本文を削除することがあったとしても，書き換えがなければ，本文のままであった
とした。100％の使用率ということは，7 文の要約文のうち，本文を切り貼りしたような状態の
文ばかりが 7 文あったということである。
　比較してみるとわかるように，下位群では本文をそのまま自分の要約文の中で使っているもの
が 13 本中 3 本ある。それに対して，上位群では，そのような要約文は 1 つもなかった。
　そして，上位群では，本文の表現の組み立てからは大きく書き変えられ，自分のことばに置き
換えられた要約文が 10 本中 4 本存在している。下位群にも，本文と同じ表現を使っていない L8
のようなものも見られたが，数が少ないことから，上位になるほど自分の言葉で置き換えられる
という八若（2001）の調査を裏付ける結果になったと考える。
　しかし，問題は，自分のことばに置き換えられていても，よい要約文といえないものも多いと
いうことである。次の例は，原文利用率が 0％だった H11 のものだが，内容は正確ではない。
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（4） 日本は 1945 年にポツダム宣言を受諾し，強い財閥解体と農地改革を行った。
　大財閥の解体，農業生産の問題と（→に）伴い，朝鮮戦争を機に，日本の経済が一気
に好況になった。（H11）
　このような不適切な要約文について，不適切な内容を，項目数の不足と誤用に分けて次の 4．
で詳しく見て行く。
4．不完全な再生について
　本文は歴史について読み取る文章なので，下に挙げた①から⑦の順にほぼ時系列に並べられて
いる 3）。内容は戦後の歴史であるが，特に日本の経済について述べられているため，要約する場
合は，この項目のうち，②③④⑥⑦の項目を網羅しておくことが望ましいと思われる。実際，模
範解答にはその項目が挙げられていた。
 ①　ポツダム宣言を受諾・連合国軍に占領される。
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図 1　下位群の原文利用率
図 2　上位群の原文利用率
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 ②　GHQ は経済政策（財閥解体・農地改革）を行う。
 ③　ドッジがドッジ・ラインを敷いて，デフレになった。（インフレ→デフレ）
 ④　朝鮮戦争が起こり，特需が日本を好況にした。
 ⑤ 　サンフランシスコ講和条約・日米安全保障条約締結で，日本は完全独立し，アメリカとの
同盟関係が始まる。
 ⑥ 　日本の GNP が戦前の水準に達したので，経済白書は「もはや戦後ではない」という言葉
をのせる。
 ⑦　1973 年ごろまで高度経済成長が続く。
4－1．不足している項目について
　次の（5）の例は，②と⑥の項目しか要約文の中に再生されていない。これでは要約文から元
の本文の意味を読み取ることは不可能である。
（5） GHQ は経済政策②を行って，一つは財閥を解体し，経済の自由化を行う。も一つは
農地改革，地土を強制的に買い取る作農に与える政策である。戦中戦後の物不足の中で
生産を確保するために，日本経済は国家が生産を統制する計画経済になって，ぬるま湯
的体質を改め，効率を重視する市場経済に日本経済を連れ戻すことが真の目的である。
今後は特需などに頼らない，技術革新などによる自律的な経済発展が必要であるとして，
「もはや〈戦後〉ではない⑥」ということばをのせている。（L2）
　このように本文の①～⑦の項目のうち，不足している項目について考察していく。
　上記の 7 つの項目のうち，どの項目が不足しているのかまとめたものが次の表 1・表 2 である。
欠如があったところに「1」の数字が入っている。表 1 は下位群のデータであり，表 2 は上位群
のデータである。
　注目すべきなのは，下位群の要約文で再生されなかった項目が③・④・⑤と文章の中央部分に
多いことだろう。⑤の項目は，サンフランシスコ講和条約と，日米安全保障条約のことが書かれ
た項目なので，本文のテーマである「経済」には深く関わらず，省くことが可能である。しかし，
残りの２つ，③はインフレがデフレになる原因を作ったドッジ・ラインについての項目であるし，
④は日本経済が転機を迎える朝鮮戦争特需に関しての項目であるため，省くことは歴史の流れを
読みとるためには不適切である。それにも関わらず省かれているということは，下位群の学習者
たちは，本文の内容を把握できていないということになる。そして，「大事なことは文章頭か文
章末にあるはずだから，中間は省略してもよい」という誤ったストラテジーを使って本文を読ん
だ可能性が考えられる。
　これに対して上位群は③のドッジ・ラインと，文章末の⑦の経済成長についての項目を省略し
た者が多かった。③のドッジ・ラインについての本文の記述は，時系列から外れているため，省
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表 1　要約文中になかった項目（下位群）
学習者／項目 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦
L1 1 1 1
L2 1 1 1 1 1
L3
L4 1 1 1
L5 1 1
L6 1 1 1
L7 1
L8
L9 1 1
L10 1 1 1
L11 1
L12 1 1 1 1
L13 1 1
合計 2 1 9 5 5 3 4
表 2　要約文中になかった項目（上位群）
学習者／項目 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦
H1 1 1 1
H2 1 1 1 1
H3 1
H5 1 1 1
H6 1 1 1
H7 1 1 1 1
H8 1 1
H9 1 1
H10
H11 1 1
合計 1 1 6 0 4 5 7
略したという可能性もある。
　上位群の要約文にも，次の（6）（7）のように要約文の意味が理解できないものもある。
　（6）は，①②④の項目だけが再生されており，（7）は①②④⑦の項目だけが再生されている
例である。
（6） 日本はポツダム宣言①を受諾し，アメリカ中心連合国軍に占領された。連合国総司令
部は財閥解体と農地改革のような経済政策②を行った。財閥解体は三井，三菱，住友な
どな（→の）財閥を解体し，経済の自由化を行った。農地改革は土地の強買などが起り，
日本の民主化にとって重要な意味を持った。日本経済は壊滅し，また朝鮮戦争④により，
日本経済は好況になった。戦中戦後の物不足の中で日本経済は国家が生産を統括し，計
画経済になっていた。（H7）
（7） 日本は，ポツダム宣言①を受諾し，連合国軍に占領された。一方，三井，三菱，住友
などの財閥を解体②し，経済の自由化を行うためのものであった。一方，敗戦まで苦し
い生活を強いられてきた小作農に与える政策②は，日本の民主化にとって重要な意味を
持っていた。日本の経済は，50 年に行った「朝鮮戦争による特需④（「は本文ママ）で
あり，これによって日本経済は一気に好況になった。こうした状況の中で日本は高度経
済成長⑦を続けていくことになる。（H6）
　一方，②③④⑥⑦の項目が網羅されていた要約文の例としては，上位群では H10 があり，下
位群では，L3，L8，L11 の 3 本があった。
　（8）では，すべての項目が挙げられているため，要約文だけで歴史の流れを読み取ることが
できる。
（8） 日本は 1945 年にポツダム宣言を受諾し，財閥解散と農地改革をさら（→れ）た。日
本経済は戦争で壊滅的な状態になり，戦後高いインフレ率に悩まされていたが，1949
年ドッジはドッジ・ラインをしき，デフレになった。不況に陥った日本経済を救ったの
は朝鮮戦争による特需である。好況になった日本は市場経済に戻し，1951 年に完全な
独立を回復した。1955 年には国民総生産が戦前の水準に達した。今後は技術革新によ
る自立的経済発展が必要である。（H10）
 　また， 次の（9）の例は最後の⑦が欠けているのだが，内容としては充足している。これら
（8）（9）は要約文として，よいものと評価できるだろう。
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（9） 日本は 1945 年にポツダム宣言を受諾し，アメリカ中心の連合国軍に占領された。重
要な財閥解体と農地改革の経済政策を行った。日本経済は戦争で壊滅的な状態になり，
戦後は高いインフレ率に悩まされていた。対策は緊縮財政政策で，日本経済はデフレに
なった。一気に好況になったのは特需だ。1956 年の『経済白書』は今後特需に頼らな
い，自律な経済発展が必要として，「もはや戦後ではない」という言葉をのせている。
（H8）
　同様に，下位群で項目をすべて書いている（10）（11）の例も挙げておこう。これらに関して
は，いくつか問題点があり，（10）では，態の誤用のためにアメリカが実施したことなのに，日
本が行ったかのような書き方（「日本は～実施した」）になっていたり，朝鮮戦争の特需で計画経
済になったかのような書き方がなされていたりする。（11）では，「特需に頼らないために高度経
済成長を続ける」と読めるような部分が存在するし，（12）では，「財閥解体」と「農地改革」の
言葉が書かれていないために，「いずれも」が不自然であるし，ドッジ・ラインの真の目的がア
メリカとの独立関係に結び付くわけではない。キーワードが含まれていても，本文の意味を保っ
たまま，再生されていないのである。
（10 ）日本は 1945 年 8 月 15 日にアメリカの連合国軍に占領されたで（→て），財閥解体と
農地改革を実施した。この結果，経済自由化を行った。農業の生産性も低くした。そし
て，1949 年緊縮財政策で日本経済はデフレになった。朝鮮戦争の特需のため，国家が
生産を統制する計画経済になった。1951 年日本とアメリカの同盟関係が始まった。
1995 年 GNP が戦前の水準に達した。1956 年の『経済白書』で，日本の経済は高度成
長を続けていくことになる。（L3）
（11 ）日本は 1945 年 8 月 15 日にポツダム宣言を受諾し，連合国総司令部は様々な経済政策
を行ったが，特に財閥解体と農地改革である。1949 年に来日したドッジを敷き，日本
経済はデフレになった。朝鮮戦争による特需により，日本経済は好況になった。1951
年に日本はサンフランシスコ講和条約を結び，完全な独立を回復した。1955 年には国
民総生産が戦前の水準に達した。翌年は特需に頼らないため，1973 年まで高度経済成
長を続けることになる。（L8）
（12 ）日本は 1945 年にアメリカ中心の連合国軍に占領された。いずれも日本の民主化に
とって重要な意味があった。日本経済の壊滅的な状況が緊縮財政政策と朝鮮戦争のおか
げで一気に好況になった。ドッジ・ラインの真の目的が分かってきて，日本の再独立に
関する交渉が進められ，アメリカとの同盟関係が始まった。55 年の GNP が戦前の水準
に達した。のため「もはや戦後ではない」ということができ（て？）きた。1973 年ま
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で高度経済成長時期であった。（L11）
　このように，項目を網羅している要約文での上位群と下位群の差は，誤用の有無ということだ
ろう。（8）や（9）の例は，本文の内容に関わる誤用がないが，（10）～（12）に関しては上記の
ような誤用を含んでいる。
　一方，両者に共通する問題点としては，いずれの例も結束性は感じにくく，箇条書きで書かれ
ている印象を受けてしまうという点も指摘できる。
4－2．誤用について
　4－1．で述べたように，再生された要約文には，多くの誤りが含まれている。上記の（10）～
（12）のように内容に関わるものと，内容には関わらず，助詞など読み手が修正しながら読むこ
とが可能なものの 2 種類がある。
　たとえば，次の（13）の例は，実際に経済政策を行ったのは連合国軍であるが，日本が行った
かのように読み取れる。（14）は「日本経済により」という部分が不適切であるし，（15）は「特
需」で「計画経済になる」などと，時代が混同されている。内容に関わる誤りであると言えよう。
（13）日本は戦後経済をなおすため，様々な経済政策を行った。（L4）
（14）そして，日本経済により，日本経済は一気にデフレになった。（L6）
（15）朝鮮戦争の特需のため，国家が生産を統制する計画経済になった。（L3）
　このような誤用は決して下位群だけに見られるのではない。次の（16）～（18）のように，上
位群にも散見される。
　（16）は戦争でインフレになり，経済政策によってデフレになったというプロセスが書かれて
いないし，朝鮮戦争以降に日本が物不足になることはなく，読み誤っていることが明確である。
さらに，（17）もこれと同様の読み違いを起こしており，朝鮮戦争のときに物不足になり，計画
経済になっているという誤読の結果が書かれているうえ，1973 年頃に終わった経済成長が今も
なお続いていると読み取れるような書き方がなされている。
（16 ）そして，戦争のため，デフレになった日本経済が朝鮮戦争に救われた。また，物不足
のため，日本は効率化を重視するようになったのだ。（H5）
（17 ）しかし，50 年韓国と北朝鮮の戦争の時，物不足の中で生産を確保するために，日本
は計画経済になっていて，経済も回復した。今でも順調に進んでいる。（H2）
　ただし読み誤りなのか，文として再生したときの誤りであるのかが，今回の調査では明らかに
できていない。
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　このような誤用の種類については，今後さらに考察を深める必要があるだろう。
5．読みにくさについて
　4．で述べた「項目数を満たしているにもかかわらず，要約文が読みにくい」ということにつ
いても少し述べておきたい。次の例のように内容に問題はないものの，読みにくいものも存在し
ている。
（18 ）さらに 1951 年サンフランシスコの条約より，日本は独立に（→を）回復し，アメリ
カと同盟結（ん）で完全な復興が行い，特需に頼らなく，自律的に経済発展が出来，も
はや戦後ではなくなった。（H11）
（19 ）日本の経済は，50 年に行った朝鮮戦争による特需であり，これによって日本経済は
一気に好況になった。（H6）
　一文が長いことや，ねじれなど複雑な要因があり，個人指導してもなかなか文章のくせが抜け
ず，改善しにくいところである。
　短い文の羅列では，結束性はなくとも，意味は伝わる。その逆に，長い文になればなるほど意
味が読み取りにくい文になってしまうことから，自分のことばで書き換えを多くする成績が上位
の学習者に多い傾向のように思われるが，本論では十分な用例がなかったため，これ以上触れる
ことはできない。さらに用例を増やし，考察していきたい。
6．ま　　と　　め
　以上の考察から，本論では，上位群と下位群の要約文の違いを次の 2 点についてまとめる。
 1  ．本文をそのまま使う学習者は下位群に多い。ただし，自分のことばで置き換えることに
よって生じる誤りも多く，自分のことばで置き換えているからといって，要約文がわかりや
すいということにはならないようである。
 2  ．文章全体から必要な項目を探し，それを本文の内容が再現できるように書き変えられる者
は上位群にも下位群にもいる。ただし，全体の読み取りができている学習者であっても，下
位群の者には本文の内容に関わる誤用が見られる。
　また，内容を読み取ることはできても，それを再生するときに，文章全体の結束性がない
ものは，上位群，下位群に関わらず見られる。
　また，本論では，テストの成績はよいのに，要約文が読みにくい H11 や，テストの成績はよ
くないのに，一応ではあっても要領よくまとめることができている L3 などの違いについて，深
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く考察することはできなかった。大学の教員を含む一般の日本人が，これらの要約文を読んだと
きにどう評価するのか，レポートなどとして提出されたときに，どのような書き方がなされてい
る文章を，どう評価するのかといった点についても今後分析していきたいと考えている。
注
1  ）京都外国語大学日本語学科では，日本語を母語としない学生のために，日本語 A，日本語 B，
日本語 C を準備している。1 年次にレベルわけテストを行い，到達度別に授業を受講する。
2  ）この教科書は中級から上級向けに作られたもので，ストラテジーを身につけながら読解力を伸
ばすということを目的にしている。
3  ）4）と 5）の間には，「ドッジ・ライン」の目的について述べられた 1 文があるが，他は時系列
に並べられている。
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付　　記
　本論は日本語プロフィシェンシー研究会 2016 年度　第 3 回例会のワークショップで話題提供と
して発表したものに加筆したものである。ご意見をいただきました皆様に心から御礼申し上げます。
　本論は平成 27～29 年度科学研究費による挑戦的萌芽研究「高大連携におけるコミュニケーショ
ン教育の研究」（研究代表者　坂口昌子，研究課題番号 15K12902）の成果の一部である。
本　　文
　日本は 1945 年（昭和 20 年）8 月 15 日にポツダム宣言を受諾し，アメリカ中心の連合国軍に占
領された。連合国総司令部（GHQ）の最高司令官はマッカーサーであった。GHQ は様々な経済政
策を行ったが，その中で特に重要なのは財閥解体と農地改革である。
　財閥解体は戦前の日本経済で大きな位置を占めていた三井，三菱，住友などの財閥を解体し，経
済の自由化を行うためのものであった。一方，農地改革は地主の土地の一部を強制的に買い取り，
敗戦まで苦しい生活を強いられてきた小作農に与える政策であり，いずれも日本の民主化にとって
重要な意味を持っていた。ただし，後者については，結果的に大量の零細農家を作りだし，農業の
生産性を低くしたという問題点も指摘されている。
　日本経済は戦争で壊滅的な状態になり，戦後は高いインフレ率に悩まされていた。その対策とし
て，1949 年に来日したドッジは強力な緊縮財政政策であるドッジ・ラインを敷き（このとき円の
対ドルレートは 1 ドル＝360 円と決められた），そのため，日本経済は一気にデフレになった。こ
うして深刻な不況に陥った日本経済を「救った」のは 50 年に起こった，韓国（大韓民国）と北朝
鮮（朝鮮民主主義人民共和国）の間で起こった朝鮮戦争による特需（朝鮮特需）である。これによ
り，日本経済は一気に好況になった。
　戦中戦後の物不足の中で生産を確保するために，日本経済は国家が生産を統制する計画経済に
なっていた。そうした「ぬるま湯」的体質を改め，効率を重視する市場経済に日本経済を連れ戻す
ことがドッジ・ラインの真の目的であったと考えられている。
　こうした状況の中で日本の再独立に関する交渉が進められ，1951 年に日本はサンフランシスコ
講和条約を結び，6 年ぶりに完全な独立を回復した。それと同時に，日米安全保障条約（日米安
保）も結ばれ，現在まで続く日本とアメリカの同盟関係が始まった。
　1955 年（昭和 30 年）には国民一人あたりの GNP（国民総生産）が戦前の水準に達した。これ
は日本経済が戦争からの復興の時期を過ぎたことを表していた。そのため，翌 1956 年の『経済白
書』は，今後は特需などに頼らない，技術革新などによる自律的な経済発展が必要であるとして，
「もはや〈戦後〉ではない」ということばをのせている。日本経済はこのあと 1973 年の第一石油危
機のころまで高度経済成長を続けていくことになる。
一橋大学留学生センター（2005）『ストラテジーを使って学ぶ文章の読み方』スリーエーネット
ワーク　第 4 課　歴史を扱った文章を読む（p. 36）より
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